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変革の激 しい課題 山積の生田システム課に赴任 して 日が浅いが、松瀬理事 ・阪井所長 ・鎌田副所
長 ・橋本部長 … 等か ら伝 えられ る当部門の課題は、 「支援 ・再構築 ・推進 ・再編 ・…体化 ・見直 し ・
拡充 … 」等の語彙に満ち溢れている。 自身の対応能力不足を 「ワンイヤー ・ワンジ ョブ」主義を
唱えて責任回避 したくなることばか り。で も、優れた同僚 ・仲間に囲まれていることが一番の地の利
である。当部門のキャッチフレーズ として 「コンス トラクシ ョンからコンテンツへ」を提案 しなが ら、
具体的には情報システム事務部の機能、情報科学センター事務局の役割、調達管財部 との兼ね合いを
見定めながら業務運営を心掛けたい。
194年 度スター トしたシステム開発研究員制度は99年3月 で棚上げ。その後、情報技術研 究会
が発足し、05年 度から阪井所長はテクニカル ミs-一テーィングを発足 させ、松瀬理事はSE懇 談会を持
った。事務組織 は98年5月 か ら5課 編成の情報システム事務部が発足、05年 度には 『教育の情報
化推進本部(以 下 「本部」とい う。)』が、情報メディア環境 を活用 し、教育学習支援活動を推進 させ
るため設置 された(情 報科学セ ンターは、研究の実施 と支援 が主 となる)。
このような状況下での主たる業務課題 として、①SE職 能集団20名 の更なる活用方策の模索、②
AVとIT業 務の一体化、③本部が展開推進す る 「学びの場」の実務 ・技術対応 、④AV・IT関 連
施設の設備調達の見直 し等が あり、鋭意取 り組みの真っ只中である。
ll私見を述べて見たい。SE諸 兄の人財 ・職能 「彩活力 ・ハイブ リッ ド化」を核 とした経営スタッ
フ担当論。
SEの強みは、担当分野の高いスキル と知恵 専門性 をベースに した教育 ・学習 ・研究への高いポ
テンシャリティ。ハー ド・ソフ ト・施設設備 に関する広 く深い知識。
SEを生かす方策は、SEの 強みを最大限に発揮 していただき本部をはじめとする革新創造の主体
を担 っていただ くことである。
現行の事務組織規程や事務分掌規程に沿っていない大 きな1つ は、付帯設備であるネ ッ トワーク ・
プ レゼン設備、OA設 備 、機器備品であるパ ソコン、プロジェクター等の 「取得1は 専 ら管財部の業
務であるが、実態は情報システム事務部の 「情報システ ムの計画、維持管理及び運用」 という条項 を
拡大解釈 して、それ らの 「取得」実務の大半を情報 システム事務部が担 っていることで ある。
まずもってこの乖離を解消するため、管財部に 「メディア基盤センター(仮称)」を置 き、導入計画、
仕様作成、取得、処分、更新、維持 ・メンテ、取得 に必要なコンサル タン ト機能、設言i機能、カウン
セ リング機能、予算管理機能等を実質的に担保 ・実行す る任にSEを 充て、付帯設備や機器の 「取得」
業務 を行 うべきであろ う(具体的に、SEを 管財部に配属するには、人事方法等の工夫が要るであろ
う)。20億円強の予算を占めるファシ リティマネジメン トカの向上に寄与していただ くことである。
次は、本部 「情報化」が示 している具体的 目標(教 材開発室立上げ、ボ ・ー一一4タルペー ジの整備、eラ ー
ニング等)を いかに実現させ るかの施策々定 ・実行 ・拡充の主体 となること、並びに経営事務 システ
ム開発 ・運用の一翼を担 うことであろ う。
さらに、情報科学センターの研究機能向上。特に生 田では、スカラ並列計算機 ・PCク ラスタのシ
ステム運用力 を高め、研究 ・研究者の高度化 に貢献す る研究機会の拡大に寄与す ることであろう。
総 じて教育力の視点か らは教員 自身が担 うのであるが、学習者並びに研究者の視点から学習者 ・研 究
者の学究活動充実に貢献する業務力 向上に注力 してゆきだい。
